
２年間、介護職員として働けば返済は免
除される。
実施は補正予算成立日から。同事業拡大
の狙いについて厚労省社会・援護局福祉
基盤課は「離職にはさまざまな事情があ
るので、準備金が介護現場への復帰につ
ながり、その後も定着していただけれ
ば」と話す。
同事業は２０１６年から開始された。こ
れまでは介護分野の有効求人倍率が高い
首都圏や東日本大震災の被災地など１４
都府県が上限４０万円で、そのほかは上
限２０万円だったが、今回、全国一律で
４０万円に引き上げることを決めた。
１８年度の貸付実績は５９６人だという。
同事業の拡大について、日本介護福祉士
会の石本淳也会長は「介護現場へ復帰す
るきっかけの一つとして、効果的に活用
されることを期待したい」と指摘。
同時に「準備金を知っている人はどれほ
どいるのか。厚労省には積極的な制度の
広報もお願いしたい」と要望する。

介護現場に復帰で40万円
２年働けば免除の再就職貸付を
全国展開へ

厚生労働省は全国の介護現場に復帰する
経験者に対して、最大４０万円を貸し付
ける方針を固めた。
２年間介護の仕事を続ければ返済は免除
する。新型コロナウイルスの影響で高齢
者施設の業務が増大し、人手不足がさら
に深刻化していることから、即戦力とな
る経験者を呼び戻す狙いがあるという。
厚労省は、これまで全国で行っていた介
護福祉士修学資金等貸付制度の再就職準
備金貸付事業を拡大して対応する。実施
主体は都道府県などで、国は１０分の９
を負担するもので、第２次補正予算案に
計上した。
対象は介護福祉士やホームヘルパー２級、
初任者研修修了など介護系の資格を持ち、
現場経験が１年以上ある人。社会福祉士
などは対象外となる。各都道府県にある
福祉人材センターに届け出て、計画書な
どを作成して申請する。
準備金の金額は自分で決める。その使い
道は基本的に自由だが、仕事に使うかば
んや自転車、バイクの購入費などを想定。
転居を伴う場合は、敷金礼金などにも使
えるという。

～介護ビジネス研究会のご案内～

介護ビジネス研究会

医療・介護・障がい福祉の経営者(幹部)のための

隔月勉強会です。特別セミナーと勉強会を基本と

する経営塾です。経営者様が抱える問題・疑問

及び、他社はどのようにして解決しているのかを共有

することで、自社のみならず、スタッフ・利用者・家族、

地域にとっても有益な情報をご提供して参ります。

開催予定はホームページに掲載しております。

是非ご参加ください。
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岐阜県福祉のまちづくり推進協議会 担当：苅谷

〒５０１－３２４６ 関市緑ヶ丘２－５－７８
TEL：０１２０－３３７－３０１ FAX：０５７５－２４－５７３３
http://www. koreisyajutaku.jp mail:kariya@nodakensetsu.co.jp

※尚、今後このようなご案内が不要な場合は、右の欄にチェックを入れて
0575-24-5733迄ご返信をお願い致します。


